
 
＜報道発表資料＞ 

令和８年６月３日 
京都市総合企画局市長公室政策企画調整担当 

令和９年度 国の施策・予算に関する提案・要望 
 

この度、京都市では、「令和９年度 国の施策・予算に関する提案・要望」について、
関係各府省等への提案・要望行動を行います。 

１ 提案・要望行動 
⑴ 提案・要望先  関係各府省、京都府選出の国会議員 
⑵ 時    期  令和８年６月 

２ 提案・要望書（別紙のとおり） 
令和９年度国家予算の概算要求時期に合わせ、国の理解と協力が必要な提案・要望（52

項目）を取りまとめており、主に以下の 27 項目について重点的に説明を行っていきま
す。 

 
１ 燃料油や石油由来製品の安定供給に向けた対策強化や、原油価格・物価高騰等を踏ま

えた事業者・市民生活に対する支援の充実 
２ 地方交付税の必要額の確保 
３ 地域未来交付金（地域未来推進型）の十分かつ安定的な予算確保など、「地方創生に

関する総合戦略」や「地域未来戦略」における地域の主体的な取組の支援 
４ 持続可能な観光の実現に向けた支援の充実（市バス等の市民優先価格の実現に向け

た支援、観光課題対策に係る地方自治体との連携強化・支援の充実など） 
５ 「民泊」に関する課題検証及び法改正も含めた制度見直し 
６ 文化芸術に対する一層の支援等（文化庁予算の抜本的拡充、国立文化財修理センター

の京都市への早期設置など） 
７ 伝統産業製品の販路開拓に向けた支援の充実 
８ 中小企業の更なる成長や事業継続に向けた支援 
９ グローバル拠点都市として、スタートアップの創出・成長を加速化させるための支援

の充実 
10 京都駅新橋上駅舎・自由通路整備事業に対する十分な財政措置等 
11 教育環境の充実（教員不足解消と働き方改革に向けた環境改善、小中学校の給食費

無償化への財政措置、公立高校の特色や魅力を高めるための教育内容の充実など） 
12 子ども・子育て支援の充実（保育士配置基準や処遇の改善、こども誰でも通園制度の

地域の実情に応じた柔軟な制度構築及び十分な財政支援など） 
13 国民健康保険制度の抜本的な改革 
14 福祉施策の更なる充実と十分な財政支援（訪問系の障害福祉サービスにおける十分

な財政支援など） 
15 地域手当の見直しに関して、保育士・幼稚園教諭、福祉人材の処遇水準の維持 



 
 
16 自治体情報システム標準化の目的実現に向けた確実な財政措置 
17 気候変動対策等の更なる推進に向けた取組の強化及びごみ処理に関する支援の拡充

（2050 年カーボンニュートラルに向けた取組の強化、リチウムイオン電池対策の更な
る強化など） 

18 持続可能な公共交通の維持・確保に向けた財政支援等（自動運転バスの社会実装に
向けた支援の充実、「交通空白」の解消に向けた持続可能な運送サービスへの支援など） 

19 市バス・地下鉄事業の持続可能な事業運営に向けた支援 

20 公共施設等適正管理推進事業債の恒久化等 

21 安心・安全なまちづくりのための社会資本整備や国土強靭化・防災対策の推進 
22 国土強靭化・防災対策としての広域的な道路ネットワークの構築 
23 上下水道事業の持続可能な運営に向けた支援（上下水道事業における国土強靭化の

ための財源の確保など） 
24 歴史的建築物（京町家等）をはじめとする地域資源の保全・継承・活用の推進に向け

た税制の充実や見直し等 
25 土地取得等のルールの在り方を含む、国土の適切な利用及び管理に向けた取組の更

なる推進 
26 京都・近畿の発展に大きな可能性を有する、京都刑務所、京都拘置所、京都運輸支局

など、国有地の有効活用の検討 
27 ８ルート案の再検証の結果、京都市内を通る案となった場合は、北陸新幹線延伸計

画における「地下水への影響」、「建設発生土への対応」、「工事車両による交通渋滞」、
「市財政への影響」、「文化・歴史的建造物等への影響」の５つの懸念・課題について、
市民の体感的な理解・納得を得ること 

 
＜お問合せ先＞ 
京都市総合企画局市長公室政策企画調整担当 
電話：０７５−２２２−３０３５ 


